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はじめに

　統計は、過去を振り返り今を知ることにより、行政利用にとどまらず、個人・世帯・地域・
事業所など、それぞれの未来について考えるうえでも重要な役割を果たしています。
　「教えてみどり～データでみる緑区～」は、人口をはじめ、各種統計調査等の資料を視覚的に
わかりやすく御紹介したものです。
　これを機に、緑区について関心を深めていただくとともに、統計情報をさらに御活用いただ
けますと幸いです。
　今後とも、緑区政や各種統計調査に御理解と御協力のほどよろしくお願いいたします。

令和 6年３月
緑区役所

▼本書で御紹介している区政情報や統計情報は、以下のウェブサイトからも御覧いただけます。
　緑区ウェブサイト（https://www.city.yokohama.lg.jp/midori/kusei/tokei/）
　統計情報ポータル（https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/tokei-chosa/portal/）
▼本書に掲載している地図は「横浜市建築局町丁目白地図・18区白地図（地図情報レベル 2500）」により作成し
ています。
▼構成比等は端数を四捨五入しているため、総計と一致しない場合や合計が１００％とならない場合があります。

御利用にあたって

▼推計人口・世帯
直近の国勢調査の結果をもとに、毎月の出生・死亡・転入・転出等を加減し算出したものです。住民基本台帳の
登録とは関係なく、実際に住んでいる人・世帯を対象としています。
▼国勢調査
日本に住むすべての人と世帯を対象とする最も大規模かつ基本となる統計調査です。５年ごとに 10 月１日を基
準日として実施します。
▼経済センサス‐活動調査
（一部事業所を除く）日本国内に所在する全ての事業所を対象とする統計調査です。５年ごとに６月１日を基準
日として実施します。
▼住宅・土地統計調査
調査区域内から抽出した住宅等及び居住世帯を対象とする統計調査です。５年ごとに 10 月１日を基準日として
実施します。調査区域は全国の国勢調査調査区から総務大臣の指定により決定されます。
※集計結果は推計値であり、標本調査による誤差を含んでいます。
▼農林業センサス
全国の農業集落を対象とする統計調査です。５年ごとに２月１日を基準日として実施します。

用語の解説
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緑区について

昭和44年に港北区から分区し誕生した緑区は、平成６年の行政区再編成により現在の区域となり、令
和元年に区制50周年を迎えました。
一般公募の中から決定した区名には、「緑を美しく保存したい」という願いが込められており、地域・
行政の協働により、区域に溢れる自然や景観の保全が図られています。

緑区では近年、外国人人口が大きく伸びており、多文化共生に向けた環境づくりの
重要性が一層増しています。このような状況において、令和３年３月、外国人支援
の具体的な取組として、中山駅北口に国際交流ラウンジがオープンしました。同施
設では、多言語による相談・情報提供のほか、日本語教室や外国人児童への学習支援、
日本人との交流活動等の拠点になっています。

緑区最大の魅力は、区名のとおり
緑が豊かなこと。総面積に対する
緑被率は 40.6％※と、横浜市内の
行政区で１位となっています。

緑区では様々な作物が栽培され
ており、「果樹類」の農業経営体
数が横浜市内の行政区で１位※と
なっています。

● 区のシンボルマーク ● 緑区キャラクター
平成元年に制定した区のシン
ボルマークは、緑の木々のイ
メージを、ＭＩＤＯＲＩのＭ
の形を抽象化して表現してい
ます。

平成 20年 10月生まれ。
葉っぱをモチーフに、服には
区の木「カエデ」、ほっぺに
は区の花「シラン」をデザイ
ンしています。

緑区のあゆみ

多文化共生の推進

緑がいっぱい 農業が盛ん

昭和

昭和

昭和

平成

令和

発足当時の緑区にあたる都筑郡の１町４村（川和町・山内村・中里村・田奈村・新治村）が
横浜市に編入され、新設された港北区の一部となる

港北区から分区し緑区誕生
川和町の区庁舎で業務を開始
※区域面積：76.09 ㎢

区庁舎を現在地（寺山町 118番地）に移転

行政区再編成の実施により現在の緑区誕生
※区域面積：25.42 ㎢

区制 50周年

14年

44年

47年
６年

元年

４月

10月

４月
11月

10月
※資料：『横浜市統計書 第１章 第２表』

※資料：『横浜市統計書 第 15章 第５表⑴』令和元年度調査結果。 ※資料：『2020年農林業センサス 第 15－１』

年表

ミドリン
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鶴 見 区
神奈川区
西  区
中  区
南  区
港 南 区
保土ケ谷区
旭  区
磯 子 区
金 沢 区
港 北 区
緑  区
青 葉 区
都 筑 区
戸 塚 区
栄  区
泉  区
瀬 谷 区

33.22
23.73
7.03
21.74
12.65
19.90
21.93
32.73
19.05
30.96
31.40
25.51
35.22
27.87
35.79
18.52
23.58
17.17
438.01横浜市全体

区　名 面　積（km2）

資料：『横浜市統計書第１章第３表』
※令和５年４月１日現在。

緑区

青葉区

都筑区
港北区

鶴見区

神奈川区
旭区瀬谷区

泉区

戸塚区
港南区

栄区
金沢区

磯子区

中区南区

保土ケ谷区
西区

横浜市

緑区
長津田

長津田町
霧が丘 新治町

三保町
寺山町

台村町

森の台
中山

十日市場町

北八朔町西八朔町

小山町

青砥町

上山
白山

鴨居

鴨居町

鴨居町 東本郷町

東本郷

竹山

いぶき野

長津田
みなみ台

都筑区

青葉区

町田市

神奈川区

保土ケ谷区

旭区

岩川

梅田川

恩田川

鴨居川

鶴見川
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主な指標

指　標 緑区 横浜市 18区中
の順位 基準日等

人口（人）
＜横浜市統計書＞

15歳未満の人口割合（％）
＜横浜市統計書＞

15～64歳の人口割合（％）
＜横浜市統計書＞

65歳以上の人口割合（％）
＜横浜市統計書＞

平均年齢（歳）
＜横浜市統計書＞

男性の平均寿命（年）
＜横浜市統計書＞

女性の平均寿命（年）
＜横浜市統計書＞

【社会増減】区外転出・転入等（人）
＜横浜市統計書＞

【自然増減】出生・死亡（人）
＜横浜市統計書＞

人口密度（人／㎢）
＜横浜市人口ニュース＞

外国人人口（人）
＜統計情報ポータル：外国人の人口＞

外国人人口増減率（％）
＜統計情報ポータル：外国人の人口＞

世帯数（世帯）
＜横浜市人口ニュース＞

１世帯あたり人員（人）
＜横浜市人口ニュース＞

人
口
・
世
帯

182,981

12.20

62.30

25.50

46.88

82.70

88.10

715

--698

7,173

4,778

9.86%

81,666

2.24

3,771,766

11.40

63.20

25.40

47.14

82.30

88.10

16,117

-16,492

8,611

108,392

9.76%

1,799,480

2.10

R05.10.01

R06.01.01

R06.01.01

R06.01.01

R06.01.01

R02

R02

R05.10.01

R05.03.31

R05.10.01

R05.10.01

12

3

10

11

12

7

9

10

4

13

10

13

13

6

R05.01.01～
R05.12.31

R05.01.01～
R05.12.31

R05.03.31
（前年比）



04 05

※「１８区中の順位」は、横浜市内１８行政区のデータを、数値の大きい順に順列した場合の
緑区の順位です。

指　標 緑区 横浜市 18区中
の順位 基準日等

事業所数（事業所）
＜経済センサス－活動調査＞

従業者数（人）
＜経済センサス－活動調査＞

区域面積（㎢）
＜横浜市統計書＞

市街化調整区域割合（％）
＜横浜市統計書＞

住宅地平均価格（円／㎡）
＜横浜市統計書＞

緑被率（％）
＜横浜市統計書＞

住宅数（戸）
＜住宅・土地統計調査＞

空き家率（％）
＜住宅・土地統計調査＞

就業者数（人）
＜国勢調査＞

外国人就業者数（人）
＜国勢調査＞

昼夜間人口比率（指数）
＜国勢調査＞

【流出人口】区外・市外への従業・通学者（人）
＜国勢調査＞

【流入人口】区外・市外からの従業・通学者（人）
＜国勢調査＞

令和４年参議院議員通常選挙投票率（％）
＜横浜市統計書＞

事
業
所

土
　
地

交
　
通

選
挙

住
　
宅

労
　
働

3,743

49,459

25.51

40.16

221,800

40.6

82,980

7.79

84,358

1,511

81.96

65,881

31,672

55.38

115,877

1,597,770

438.01

22.66

238,700

27.8

1,835,800

9.71

1,688,272

32,405

92.55

752,913

473,350

55.36

R3.06.01

R3.06.01

R05.04.01

R04.03.31

R05.01.01

R01

H30.10.01

H30.10.01

R02.10.01

R02.10.01

R02.10.01

R02.10.01

R02.10.01

R04.07.10

15

14

8

2

9

1

16

16

12

11

13

11

14

10
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平成 7年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和 2年 令和 5年

（％）（人） 人口増減率

148,498 158,159 169,831 177,631 180,366 183,082 182,981

6.51％
7.38％

4.59％

1.54％ 1.51％ -0.06％

人口の推移

人口の動き

横浜市内各行政区との比較

人口・世帯

人口の推移と動き
緑区の人口は、平成１７年以降続いていた増加傾向が鈍化しており、特にこの数年減少から横ばいの傾向
が続いています。令和５年も、転入数から転出数を差し引いた社会増が拡大しましたが、出生数が死亡数を
下回る自然減も拡大したため、引き続き人口は横ばいで推移しています。

（人）

資料：『横浜市統計書第２章第１・４表』
各年の国勢調査結果（１０月１日現在）。ただし、令和５年は１０月１日現在の推計値。

資料：『横浜市統計書第２章第８表』
住民基本台帳による各年の集計値。

資料：『横浜市統計書第２章第４表』
令和５年１０月１日現在の推計値。増減率は平成２２年国勢調査結果（１０月１日現在）との比較。
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令和５年令和４年令和３年令和２年令和元年平成３０年平成２９年平成２８年平成２７年平成２６年平成２５年平成２４年平成２３年

増減率

社会増減（転出入等） 自然増減（出生・死亡）

横浜市の総人口は
3,771,766人だよ！

（令和５年１０月１日現在）

棒グラフ：人口
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（％）
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相模原市

東京都下
（東京都区部・
町田市以外）

転入・転出の状況
転入者の４割弱、転出者の３割強が横浜市内での移動となっています。その他、県内では川崎市・相模
原市、県外では東京都区部・東京都町田市・千葉県・埼玉県が主な転出先となっています。また、国外
からの転入・転出者も全体の約 6％から 8％を占めています。

横浜市内
他区

川崎市

東京都
町田市

東京都区部

国外

県内他市
（川崎市・
相模原市以外）

千葉県・
埼玉県

216人

291人

５６２人

838人

552人

521人

他の道府県

387人

1,642人

1,902人

292人

961人

888人

3,209人

2,898人

502人

555人

549人

779人

308人

417人

資料：『横浜市統計情報ポータル　令和４年中の人口動態　第１４・１５表』
住民基本台帳による令和４年中の集計地。

でした。9,060人
転出者数は

9,209人
転入者数は

（令和4年中。転入者には異動前の住所地不明者を含む。）

転入
転出
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年代別人口割合
平成７年以降の 25 年間で、65 歳以上の人口割合が約 2.6 倍に増えており、近年では全体の約１／４
を占めています。５歳階級の年代別人口では、緑区・横浜市ともに 50～ 54歳が最も多くなっています。

資料：『横浜市統計情報ポータル 長期時系列データ 第５表』
各年の国勢調査結果（10月１日現在）

資料：『横浜市統計書第 2章第 5表』
（令和 6年１月１日現在）

0 25 50 75 100

平成7年国勢調査

平成12年国勢調査

平成17年国勢調査

平成22年国勢調査

平成27年国勢調査

令和2年国勢調査
（％）

0～14歳 15～64歳 65歳以上 年齢不詳

16.31

14.91

14.79

14.56

13.66

12.59

0.00

0.12

0.05

0.13

0.47

1.78

74.42

72.59

69.44

65.87

63.11

61.26

9.26

12.39

15.72

19.44

22.76

24.37

緑区の平均年齢は

（令和6年１月１日現在）

でした。

男性 45.50歳 、 女性  48.21 歳
横浜市の平均年齢は 男性 45.81歳 、 女性  48.41 歳

男性 女性100以上
95～99
90～94
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
５～９
０～４

（歳）

（人）（人）

男性 女性100以上
95～99
90～94
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
５～９
０～４

（歳）

（人）（人）

02,0004,0006,0008,000 0 2,000 4,000 6,000 8,000 060,000120,000180,000 0 60,000 120,000 180,000

緑区　人口ピラミッド 横浜市　人口ピラミッド 
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外国人人口の推移

現住居での居住期間別人口割合
現住居に１０年以上居住している方は、緑区全体でおよそ半数となっています。
一方で、居住期間が５年未満の方も２０％程度おり、緑区全体の５分の１を占めています。

外国人人口
令和３年以降、緑区・横浜市ともに減少傾向にあった外国人人口が令和５年では増加に転じています。
緑区、横浜市ともに１０％近く増加し、特に横浜市ではここ１０年で最も高い増減率となっています。

資料：『令和２年国勢調査　移動人口の男女・年齢等集計に関する集計第 18表』
令和 2年 10月１日現在。

主な国籍別外国人人口

資料：『横浜市統計情報ポータル 外国人の人口』
令和５年３月３１日現在の住民基本台帳による集計値。

1年以上5年未満 5年以上10年未満出生時から 1年未満 １０年以上２０年未満 ２０年以上 居住期間不詳

0 25 50 75 100

緑区

（％）

7.49 5.21 15.55 13.05 25.9320.09 12.68

緑区

1,
35
7

1,
02
5

45
9

33
2

32
1 20
4

資料：『横浜市統計情報ポータル 長期時系列データ 第 18表』
各年３月 31日現在の住民基本台帳による集計値。ただし、平成 24年以前は外国人登録法による登録人口

（人） （%）緑区の対前年伸び率 横浜市の対前年伸び率

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

2,587 2,796 3,010 3,200 3,402

3,913 4,350 4,349 4,349
4,778

緑区の国籍別外国人人口
は、インドが最も多く、横
浜市全体の約４割を占め
ています。
対前年増減率は
令和5年が
でした。

市内13位

（令和5年3月31日現在）
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世帯数の推移

家族類型別世帯構成割合

65歳以上世帯員のいる世帯構成割合

世帯数の推移と構成

緑区では、世帯数が年々増加しているのに対し、１世帯当たり人員は減少傾向にあり、単独世帯が全体
の約３割を占めています。また、65 歳以上世帯員のいる世帯は３割を超えており、そのうち約６割が
単独世帯又は高齢夫婦世帯となっています。

資料：『横浜市統計書　第２章第 16表 (1)』
各年の国勢調査結果（10月１日現在）。

資料：『令和２年国勢調査　人口等基本集計結果　第 10表』
令和 2年１０月 1日現在。家族類型不詳の世帯及び施設等の世帯を除く。

（人） （人）
１世帯当たり人員

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

52,469

2.83 2.67 2.58

2.49 2.42 2.31

59,314 65,900 71,204 74,498 79,411

親族のみ
（核家族）
61.33％

単独世帯
34.22％

親族のみ
（核家族以外）
3.52％

非親族を含む
0.93％単独世帯のうち

（令和2年10月1日現在）
なんです。

約３割が
65歳以上の方

資料：『令和２年国勢調査　人口等基本集計結果　第 27表』
令和２年 10月１日現在。施設等の世帯を除く。

高齢夫婦
世帯※

32.43％
その他
38.34％

単独世帯
29.23％

該当世帯数
28,153世帯

※高齢夫婦世帯：夫 65歳以上・妻 60歳以上の夫婦のみの世帯。

いる
35.50％

いない
64.50％

65歳以上の
世帯員
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横浜市行政区別世帯数

資料：『横浜市人口ニュース』
令和 5年 10月１日現在の推計値。

資料：『令和２年国勢調査　人口等基本集計結果　第 27-4 表』
令和２年 10月１日現在。家族類型不詳の世帯及び施設等の世帯を除く。

横浜市行政区別・家族類型別世帯構成割合

（人） （人）

です。
（令和5年10月1日現在）

横浜市全体の世帯数は1,799,480世帯 、 １世帯当たり人員は2.10人

世帯数 １世帯当たり人員
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0 20 40 60 80 100

親族のみ（核家族） 親族のみ（核家族以外） 非親族を含む 単独世帯
鶴見区
神奈川区
西区
中区
南区

保土ケ谷区

磯子区
金沢区
港北区

戸塚区

港南区

旭区

緑区

瀬谷区

栄区
泉区

青葉区
都筑区



12

20,000 以上
15,000 以上
10,000 以上
5,000 以上
5,000 未満

（人 /km2）
20,000 未満（人 /km2）
15,000 未満（人 /km2）
10,000 未満（人 /km2）
（人 /km2）

【色分け区分】

資料：『横浜市環境創造局 令和元年度緑被分布図』
樹林地 農地 草地

町丁別人口・世帯

長津田駅

十日市場駅

東急田園都市線・こどもの国線

JR 横浜線

長津田
三丁目

長津田
四丁目

長津田
二丁目

長津田
一丁目

長津田五丁目

長津田
七丁目

長津田
六丁目

長津田町

霧が丘
二丁目

霧が丘
三丁目

霧が丘
五丁目

霧が丘
六丁目

霧が丘
四丁目

霧が丘
一丁目

新治町

三保町

台村町

森の台

十日市場町

西八朔町

小山町

いぶき野

長津田
みなみ台
一丁目

長津田
みなみ台
五丁目

長津田
みなみ台
七丁目

長津田
みなみ台
六丁目

長津田
みなみ台
四丁目長津田

みなみ台
三丁目

長津田
みなみ台
二丁目

緑区の人口は、長津田・十日市場・中山・
鴨居の鉄道各駅を中心に集中している傾
向にあります。一方で、人口密度が低い
地域では森林や農地が広がっており、中
でも区の中央部に近い三保・新治地区の
樹林地は、横浜市内でも最大規模となっ
ています。町区域の変遷としては、平成
30年～令和元年にかけて中山町（「寺山
町・上山二丁目」の一部を含む）の住居
表示が実施され、中山一～六丁目が新設
されました。
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東本郷町
東本郷一丁目
東本郷二丁目
東本郷三丁目
東本郷四丁目
東本郷五丁目
東本郷六丁目
鴨居町
鴨居一丁目
鴨居二丁目
鴨居三丁目
鴨居四丁目
鴨居五丁目
鴨居六丁目
鴨居七丁目
竹山一丁目
竹山二丁目
竹山三丁目
竹山四丁目
白山一丁目
白山二丁目
白山三丁目
白山四丁目
台村町
寺山町
中山一丁目
中山二丁目
中山三丁目
中山四丁目
中山五丁目
中山六丁目
上山一丁目

0.201
0.106
0.096
0.162
0.231
0.211
0.186
0.418
0.310
0.133
0.179
0.340
0.168
0.161
0.184
0.159
0.122
0.094
0.160
0.355
0.249
0.161
0.324
0.654
1.203
0.190
0.140
0.186
0.188
0.122
0.181
0.177

25
1,223
906
1,628
2,411
2,061
4,083
1,403
2,430
1,255
1,813
4,674
1,377
1,705
1,090
2,013
1,147
1,190
2,030
4,801
2,504
1,426
2,503
4,569
6,287
3,202
819
3,158
2,051
1,573
2,627
1,225

8
571
426
746
1,197
1,001
1,883
646
1,211
581
979
2,190
692
783
531
1,022
651
635
1,015
2,206
1,132
487
1,015
2,314
3,017
1,846
301
1,543
1,174
810
1,207
504

124.38
11,537.74
9,437.50
10,049.38
10,437.23
9,767.77
21,951.61
3,356.46
7,838.71
9,436.09
10,128.49
13,747.06
8,196.43
10,590.06
5,923.91
12,660.38
9,401.64
12,659.57
12,687.50
13,523.94
10,056.22
8,857.14
7,725.31
6,986.24
5,226.10
16,852.63
5,850.00
16,978.49
10,909.57
12,893.44
14,513.81
6,920.90

町丁名 面積
（㎢）

人口密度
（人／㎢）

人口
（人） 世帯数

上山二丁目
上山三丁目
森の台
青砥町
小山町
北八朔町
西八朔町
三保町
十日市場町
新治町
霧が丘一丁目
霧が丘二丁目
霧が丘三丁目
霧が丘四丁目
霧が丘五丁目
霧が丘六丁目
長津田町
長津田一丁目
長津田二丁目
長津田三丁目
長津田四丁目
長津田五丁目
長津田六丁目
長津田七丁目
長津田みなみ台一丁目
長津田みなみ台二丁目
長津田みなみ台三丁目
長津田みなみ台四丁目
長津田みなみ台五丁目
長津田みなみ台六丁目
長津田みなみ台七丁目
いぶき野

0.205
0.157
0.218
0.523
0.612
1.915
0.541
3.217
1.593
1.300
0.159
0.138
0.215
0.194
0.195
0.231
3.410
0.197
0.231
0.150
0.165
0.110
0.141
0.132
0.230
0.123
0.188
0.137
0.191
0.135
0.162
0.556

1,698
1,837
4,323
4,596
802
8,578
2,642
15,315
16,222
2,606
1,254
1,053
3,112
2,231
1,788
2,247
6,764
2,137
3,835
1,760
3,548
1,562
1,913
2,201
2,981
1,412

0
1,930
1,464
1,597
1,978
5,313

843
771
1,573
2,072
438
4,202
1,141
6,439
8,327
1,250
536
530
1,213
950
797
1,079
3,361
1,024
1,873
945
1,605
940
1,005
1,082
1,269
485
0

632
660
590
884
2,351

8,282.93
11,700.64
19,830.28
8,787.76
1,310.46
4,479.37
4,883.55
4,760.65
10,183.30
2,004.62
7,886.79
7,630.43
14,474.42
11,500.00
9,169.23
9,727.27
1,983.58
10,847.72
16,601.73
11,733.33
21,503.03
14,200.00
13,567.38
16,674.24
12,960.87
11,479.67

-
14,087.59
7,664.92
11,829.63
12,209.88
9,555.76

町丁名 面積
（㎢）

人口密度
（人／㎢）

人口
（人） 世帯数緑 区

町丁別
情 報

資料：（面積）横浜市市民局
　　　（人口・世帯）「統計情報ポータル　町丁別人口」

　　　令和 5年 9月30日現在の住民基本台帳による集計値。

中山駅

鴨居駅

横浜市営地下鉄
グリーンライン

寺山町

中山
一丁目

中山
三丁目

中山
二丁目

中山四丁目

中山
五丁目 中山

六丁目

北八朔町

青砥町

上山
二丁目

上山
一丁目

上山
三丁目

白山二丁目

白山一丁目

白山
三丁目

白山
四丁目

鴨居一丁目

鴨居
四丁目

鴨居
五丁目

鴨居
六丁目

鴨居
七丁目

鴨居
三丁目

鴨居
二丁目

鴨居町

鴨居町

東本郷町

東本郷
四丁目

東本郷六丁目

東本郷
一丁目

東本郷
二丁目

東本郷三丁目

東本郷
五丁目

竹山
四丁目

竹山
三丁目

竹山
一丁目

竹山
二丁目
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事業所

事業所数・従業者数 産業分類別事業所割合

令和３年の緑区の事業所数は約3,700事業所、従業員数は5万弱となっています。産業分類別では、
「卸売業・小売業」が最も多く全体の 2 割以上を占めています。平成 28 年との比較では「宿泊業・
飲食サービス業」が大きく減少しましたが、「教育・学習支援業」の事業所数が１割、従業者数は７割
の増加となっています。           

資料：『経済センサス‐活動調査　第１－２表　事業所に関する集計』　
各年６月１日現在。なお、令和３年の値は速報値のため、確報値で変更となる可能性があります。

資料：『経済センサス‐活動調査　第１－１表　第１－２表　事業所に関する集計』　
各年６月１日現在。なお、令和３年の値は速報値のため、確報値で変更となる可能性があります。

●事業所数 ●従業者数

主な産業分類別事業所数・従業者数

（事業所 /人）

（事業所）

事業所数 従業者数

令和3年（速報値）平成28年 令和3年（速報値）平成28年

3,7433,729

49,459
45,064

卸売業・小売業
21.43％

製造業
5.34％

他の産業
16.19％

教育・
学習支援業
5.50％

医療・福祉
15.76％

宿泊業・
飲食サービス業
9.24％

生活関連サービス業・
娯楽業
7.43％

不動産業・
物品賃貸業
8.18％

建設業
10.93％
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（速報値）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

令和３年
（速報値）

平成28年



15

緑区の総面積に対する市街化調整区域の割合は４割を超えており、横浜市全体のおよそ２倍の比率と
なっています。また、緑被率は平成４年度調査以降、横浜市内の行政区で最も高く、樹林地が緑被地面
積の約６割を占めています。

資料：『横浜市統計書 第１章 第６表 (1)』
令和 4年３月 31日現在。

資料：『横浜市統計書 第１章 第７表』
各年１月１日現在。

資料：『横浜市環境創造局 令和元年度緑被率の調査結果について』

土　地

都市計画の状況

住宅地平均価格

緑被状況

●都市計画区域
市街化区域 市街化調整区域

（円／㎡）

（%）

横浜市

緑区

0 25 50 75 100

77.37

59.84

209,400
263,500

209,000 217,800 231,600

251,900
199,100 198,900 206,600 216,200

238,700

221,800

22.66

40.16

緑区 横浜市

緑被率
40.6% 樹林地

59.5％
農地
25.3％

草地
15.1％

用途地域

市街化区域 市街化
調整区域

工業系地域
商業系地域

住居系地域

工業系地域
商業系地域

住居系地域

横浜市内の行政区で緑被率が
40％を超えているのは
緑区だけです。

（令和元年現在）

●用途地域 住居系 商業系 工業系

（%）0 20 40 60 80 100

横浜市

緑区

74.06 15.989.96

3.95 5.26
92.11

0
50000
100000
150000
200000
250000
300000

令和５年令和２年平成２７年平成２２年平成１７年平成１２年
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住　宅

住宅数の推移

空き家の発生状況

空き家数の推移

平成 10 年からの 20 年間で、緑区の住宅数は約 1.4 倍に増えています。また、空き家数は約 1.8 倍に
増加し、住宅全体の約８％を占めています。

緑区の空き家のおよそ８割は集合住宅等ですが、「賃貸用・売却用以外の空き家」の割合は、一戸建て
が集合住宅等の 5倍を上回っています。

資料：（住宅数）『横浜市統計書 10 章 16 表』　　（世帯数）『横浜市人口ニュース』
　　　住宅数は各年の住宅・土地統計調査結果（10月１日現在）。世帯数は各年の 10月１日現在の推計値。

資料：『平成 30年住宅・土地統計調査 住宅及び世帯に関する基本集計 第 35－２表』
平成 30年 10月１日現在。

資料：『平成 30年住宅・土地統計調査 住宅の構造等に関する集計 第 231－４表』
平成 30年 10月１日現在。店舗等の併用住宅を除く。

●65歳以上の方が居住する住宅における
　高齢者等のための設備状況

●高齢者等のための主な設備

高齢者等のための設備状況
緑区では、65 歳以上の方が居住する住宅の約６割で、手すりや段差の緩和・解消など、高齢者等のた
めの設備が設置されています。

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

（%）

（%）

（戸）（戸 /世帯）

（戸）

世帯数住宅数 空き家率空き家数

賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

0

20000

40000

60000

80000

100000

0

3000

6000

9000

12000

15000

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

55,553
65,509

70,229 72,985 76,855

6.36
7.62

8.32 8.49 7.79

57,430 66,010 73,770 78,960 82,980 3,650 5,030 6,140 6,700 6,460

0

2

4

6

8

10

0 20 40 60 80 100

一戸建て

集合住宅等

7.63

82.39

11.86

2.65

80.51

14.96

集合住宅等
81.73%

設備あり
61.85％

（17,750戸）

設備なし
38.15％

手すりが
ある

段差のない
屋内

またぎやすい
高さの浴槽

14,430
（81.30％）

8,380
（47.21％）

8,010
（45.13％）

空き家数
6,460戸

一戸建て
18.27%
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0 20 40 60 80 100
資料：『平成 22年国勢調査　産業等基本集計結果　第 1－2表』『平成 27年国勢調査　就業状態等基本集計結果　第２表』
　　　『令和 2年国勢調査　就業状態等基本集計結果　第 1－2表』　各年 10月１日現在。

資料：『令和２年国勢調査　就業状態基本集計結果　第２－２表』
令和 2年 10月１日現在。

資料：『令和 2年国勢調査
　　   就業状態等基本集計　第 59－3表』

　　   令和 2年 10月１日現在。

労　働

就業者の年齢構成

労働力状態別 15 歳以上の人口割合

緑区では令和２年現在で、15歳以上の人口の約54%にあたる84,358人が就業状態にあります。
また、就業者全体の年齢構成としては、平成22年からの10年間で65歳以上の割合が約1.5倍に増えて
おり、全体の一割強を占めています。

国籍別外国人就業者数

平成
22年
平成
27年

令和
2年

（%）

（人）

15～24歳 25～44歳 45～64歳 65歳以上

8.07 45.72

7.68 41.11

38.14

40.90

8.07

10.30

8.28 35.52 44.35 11.86

0

100

200

300

400

500

中国 韓国、朝鮮 ベトナムインド フィリピン その他

緑区の
外国人就業者総数は です
（令和2年10月1日現在）

1,511 人

382

272

179
143 131

404

就業者
53.81％

非労働力人口
（家事・通学等）

32.95％

不詳
11.31％

156,771人
15歳以上の
総人口

完全失業者
1.93％
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交　通

年代別昼夜間人口
緑区では、15歳未満を除く全年代で、就業・通学による区外への人口流出が流入を上回っています。
また、昼夜間人口比率が最も低いのは25～34歳で、昼夜間人口比率指数が約69となっています。

鉄道各駅の１日平均乗車人員
緑区内では毎日、３路線６駅の合計でおよそ２１万人が鉄道に乗車しています。一日平均乗車人員が最
も多いのは長津田駅（東急田園都市線・こどもの国線）で、全体の3割弱を占めています。

長津田駅

十日市場駅

中山駅

鴨居駅

東急田園都市線・こどもの国線

横浜市営地下鉄
グリーンライン

JR 横浜線
JR横浜線 長津田駅
53,506人
東急田園都市線・
こどもの国線
 長津田駅
61,099人

JR横浜線 中山駅
36,096人
横浜市営地下鉄
グリーンライン
 中山駅
13,246人

JR横浜線 十日市場駅
17,611人

JR横浜線 鴨居駅
32,102人

資料：『横浜市統計書 第９章 第 12表 (3)・第 13表 (1)・第 13表 (7)』
各駅の令和４年４月１日から令和５年３月 31日までの集計値。

資料：『令和２年国勢調査　従業地・通学地による人口・就業状態等集計結果　第１－１表』
令和 2年 10月 1日現在。

（指数）
（人）

0

10000

20000

30000

40000

50000

0

20

40

60

80

100
110

15歳未満 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

105.10

76.99
69.03 70.08 70.32

72.87

94.59

23
,0
51

24
,2
26

18
,5
74

14
,3
01 18
,7
38 23
,6
09 29
,8
66

21
,3
61

44
,6
23

21
,0
03

15
,5
66

42
,2
11

16
,5
46

12
,9
35

です
（令和２年１０月１日現在）

緑区全体の
昼夜間人口比率は
81.96

夜間人口 昼間人口 昼夜間人口比率
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就業・通学による人口移動
緑区の就業・通学による人口移動の状況としては、都筑区・青葉区・港北区をはじめとした横浜市内で
の移動が約５割を占めています。横浜市外では、東京都・川崎市・相模原市が主な移動先となっています。

資料：『横浜市統計書　第２章第 19表』

緑区全体における人口の流出入

（令和2年10月1日現在）

●流入人口：31,672人
●流出人口：65,881人

緑区

横浜市内
他区

川崎市

東京都
（区部以外）

区内に
通勤通学
26,962人

東京都区部

相模原市

3,533人

2,343人

17,281人

3,409人

3,448人

2,251人

4,582人
1,473人

他の都道府県
（東京都以外）

県内他市
（川崎市・
相模原市以外）

4,264人

895人

4,200人

1,999人

14,997人

30,491人

流入
流出
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選　挙

過去の選挙における投票率の推移

直近の国政選挙における年代別投票率

令和４年の参議院議員通常選挙に続き、令和５年は統一地方選挙が行われました。令和３年以降の投
票率は引き続き改善傾向がみられ、統一地方選挙でもわずかながら投票率が上昇しています。年代別
でみると、若年層の投票率は相対的に低く、20 歳台は 70 歳台の約６割となっています。

18～
19
20～

24
25～

29
30～

34
35～

39
40～

44
45～

49
50～

54
55～

59
60～

64
65～

69
70～

74
75～

79 80～ （歳）

（%）

資料：『横浜市統計書　第 20章　第２表 (1)・第４表 (1)・第５表・第６表 (1)』

資料：緑区選挙管理委員会
令和４年７月 10日執行参議院議員通常選挙（選挙区）。在外投票除く。

48
.6
0

39
.0
6

40
.0
7 45
.7
1

49
.5
6

53
.4
0

56
.2
7

58
.1
1

61
.9
4

64
.1
2

67
.1
6

68
.9
4

66
.8
5

49
.7
6

●衆議院議員総選挙 （小選挙区）

H24.12.16
H26.12.14
H29.10.22
R3.10.31

60.61％
54.68％
51.32％
56.55％

60.50％
54.06％
51.56％
56.07％

選挙期日 緑区投票率 横浜市投票率
●参議院議員通常選挙（選挙区）

H25.07.21
H28.07.10
R1.07.21
R4.07.10

55.45％
56.68％
49.55％
55.38%

55.54％
56.53％
49.70％
55.36%

選挙期日 緑区投票率

●統一地方選挙（市会）

H23.04.10
H27.04.12
H31.04.07
R5.04.09

47.63％
44.01％
43.09％
43.42％

46.73％
42.00％
42.48％
42.83％

選挙期日 緑区投票率
●横浜市長選挙

H21.08.30
H25.08.25
H29.07.30
R3.08.22

68.91％
28.88％
38.92％
48.45％

68.76％
29.05％
37.21％
49.05％

選挙期日 緑区投票率

横浜市投票率

横浜市投票率 横浜市投票率



今後の統計調査スケジュール

主な統計調査
今後実施を予定している主な統計調査は以下のとおりです。

お問い合わせ
統計調査に関するお問い合わせは緑区総務課統計選挙係に御連絡ください。

電　話：０４５－９３０－２21２　ＦＡＸ：０４５－９３０－２２０９
メール：md-senkyo@city.yokohama.jpお問合せ先

所管省庁調査名 調査対象 次回調査基準日（期間）

国勢調査

経済センサスー活動調査

就業構造基本調査

住宅・土地統計調査

全国家計構造調査

農林業センサス

総務省

総務省/経済産業省

総務省

総務省

総務省

農林水産省

世帯

事業所

世帯

住宅等（世帯）

世帯

農林業経営体

2025年10月１日

2026年６月１日

2027年10月１日

2028年10月１日

2024年10月～12月

2025年２月１日



発　行：

発行者： 緑区総務課統計選挙係
TEL.045-930-2212
FAX.045-930-2209
〒226-0013
横浜市緑区寺山町 118番地
令和 6年 3月

区の木「カエデ」・区の花「シラン」は、平成６年11月の
行政区再編成を機に制定されました。それぞれ、区役
所入口の脇にも植えられています。
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